
 

 

治水事業等に関する提言 
 

 国土の保全と水資源の供給、河川環境の保全等を図るため、国は、次の事項

について積極的な措置を講じられたい。 

 

１．豪雨対策の推進 

（１）気候変動による豪雨の激甚化・頻発化を踏まえ、「流域治水」の考え方に

基づき、河川関係施設等の整備や補修など必要な対策が迅速かつ計画的に

実施できるよう十分な予算を確保すること。 

   また、地方自治体が管理する河川の改修、老朽化対策及び維持管理に係

る財政措置を拡充すること。 

（２）近年の降雨の状況を踏まえ、排水機場や排水ポンプ車の増強をはじめと

する排水処理体制の充実など、内水浸水対策の強化を図るとともに十分な

財政措置を講じること。 

   また、その推進に当たっては、各施設管理者が一体となり対策を実施で

きるよう、積極的に支援すること。    

（３）近年の豪雨災害を踏まえ、危機管理型水位計や河川監視カメラの増設、

気象観測体制の強化、地方自治体による適時的確な避難指示等の発令に資

する新たな技術を活用した防災情報の高度化などハード・ソフト両面の充

実強化を図るため、大幅な予算の拡充など必要な措置を講じること。 

 

２．令和６年度までとされている緊急浚渫推進事業債については、事業期間を

延長すること。 

  また、平時から河川内の堆積土砂の撤去などの対策を計画的に推進するこ

とができるよう、十分な予算を確保すること。 

 

３．計画段階及び建設工事中のダムを早期に整備すること。 

また、既設ダムの治水能力向上や洪水調整機能の強化に資する改修等の整

備を促進すること。 

 

４．河川等の自然環境の保全・再生を図るとともに、水辺環境への交流拠点整

備、沿川地域間の交流など、河川空間の親水性・利便性向上に資する事業を
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推進すること。 

 

５．大規模自然災害の被災地における河川管理施設等の災害復旧を推進すると

ともに、再度災害の防止と施設機能の強化につながる改良復旧事業について

更なる推進を図ること。 
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